
 
 

 
 
 
 
 

   

 
 国土交通省の発表によると、空家は全国で８２０万戸（２５年１０月１日時点）もあり、なかでも管理

の不十分な空家が問題となっています。この対策として、市町村長が「特定空家等」とされる家屋の除去

や修繕を命じたり、強制的に行ったりできるようにし（ 空家等対策特別措置法１４ ）、２７年度税制改

正で固定資産税の住宅用地特例についても平成２８年度以降、特定空家等の敷地とされる土地を適用対象

外としました。 
  
住宅用地特例とは、人の居住の用に供する家屋の敷地に対する固定資産税の課税標準額を通常の３分の

１に減額するものです。さらに、住宅用地面積が２００㎡以下のもの等、小規模住宅用地と認められる敷

地の固定資産税の課税標準額は通常の６分の１となります。 
 
 空家であっても“人の居住の用に供する家屋”の敷地と自治体が判断すれば特例を適用できることから、

土地の所有者は居住していない家屋についても解体して更地にはせず、そのまま空家の敷地として保有す

ることが多いようです。居住の用に供されているか否かは判断が難しいため、これまで管理の不十分な空

家でも特例の適用を受けている場合がありました。 
  
特例の対象外となる特定空家等とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態等にあると認められるもの

をいいます。よって、２００㎡の土地（ 評価額２,０００万円 ）に１軒の空家（ ５００万円 ）がある

場合、従前は固定資産税額として住宅用地の約４万６,０００円（２,０００万円 × １.４% × １／６）

と建物の７万円（５００万円 × １.４% ）の合計１１万６,０００円程度を納めればよかったのですが、

特定空家等に該当すると、今後は土地の２８万円（２,０００万円 × １.４%）と建物の７万円の合計３

５万円を納めることになります。 
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